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マネジメント・ファッションの視点からの 

オープン・イノベーションの議論1 

－OI の流行と普及は、連携の量及び質的成果に関係するか？－ 
 

宇都宮 沙織 早稲田大学大学院商学研究科 博士後期課程 

1. はじめに 
 Chesbrough(2004)が示した「オープン・イノベーション(OI)」という概念は、日本において

広く普及し、現在ではビジネスにおけるグッド・プラクティスとして受け入れられている。

しかし、日本経済新聞 3 紙における「オープン・イノベーション」を含む記事の出稿回数の

推移を確認した図 1 によると、OI が頻回に扱われるようになったのは、出版から 10 年以上

経過した 2015 年以降である。また、日本において実務家が OI と言った場合、専ら、協業や

連携などの方法で外部から知識を取り入れることを指すように思われ、原著の概念を狭め

た理解がなされていると思われる。 

原著出版から 10 年以上経過してから日本において急速な普及に至った OI は、「マネジメ

ント・ファッション(MF)」に該当する可能性がある。MF とは、経営手法の流行に関する概

念である(Abrahamson, 1991, 1996 など)。OI が MF であるならば、OI の流行や普及が与えた

影響に注意する必要がある。なぜなら、MF に該当する経営手法は、その有用性故に普及す

るとは限らず、期待、同調圧力、競争劣位の回避などの理由に基づき採用されるからである。

OIの普及プロセスをMFの該当性の観点から確認し、普及の影響について検討することは、

イノベーション研究の観点からも、MF 研究の観点からも有用と考えられる。 

 そこで本研究では、OI の普及による組織間連携の態様変化を定量的に理解することを目

的として、まず、新聞記事を分析し、日本において連携や協業の意味が強化された経緯も含

め、OI が MF に該当するかどうかを検討する。次いで、特許出願データを用いて東証一部

上場（当時）製造業の連携や探索的連携の量と質的効果の関係を分析する。その結果、OI の

流行が新たな連携や探索的連携の量を増やしたとは言えない一方、新たな連携の量と連携

の質的成果の間の逆 U 字の関係が、OI 普及後により強まったことが示唆された。 

 

2. 先行研究と仮説 
(1) 日本におけるオープン・イノベーション概念の拡がり 
 Chesbrough(2004)は OI を、「企業内部と外部のアイデアを有機的に結合させ、価値を創造

すること」と定義している(訳書, p.8)。同書の問題意識の一つは、巨額の研究開発投資を行

ったにも関わらず事業化できない知識が産まれ、未活用のまま放置されることによる研究 
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図 1. 日経新聞 3紙における「オープン・イノベーション」の語を含む記事数の推移 

 
開発効率の低下である。ゆえに、同書はスピンオフやライセンスなどのアウトバウンド型、

直接の研究開発を減らしてベンチャー企業や大学とのネットワークを形成し、外部の知識

を取り入れるインバウンド型という、両方向の OI 事例を示している。 

 では、日本で OI という概念はどのように普及し、理解されているか。2003 年 4月 1 日か

ら 2025 年 3 月 31 日までの間に日経新聞 3 紙に掲載された記事のうち「オープン・イノベ

ーション」という語を含むものの本数の推移を集計し、記事全 1712件を報道（事例あり／

なし）／オピニオン・インタビューに 3 分類した。具体的には、記事のうち延べ 499件を人

手で分類し、これを教師データとして記事分類モデルを構築して全記事に適用した。教師デ

ータの正答率は、報道判定が 80.9％(N=337)、事例判定が 74.4％(N=162)である。 

その結果を図 1 に示す。2015 年以降、報道・オピニオンの別に関わらず OI に関する記事

が急増している。これは、ちょうど日本政府が OI政策の推進を示した時期と一致する。「日

本再興戦略 改訂 2014」には、「企業が行き過ぎた技術の自前主義・自己完結主義から脱却

し、機動的なイノベーションを目指すオープンイノベーションを強力に推進するための環

境整備を図る」と記されている（Naikaku kanbo, 2014）。それ以降、オープンイノベーション

協議会の設立（2015 年 9月）や白書の刊行（2016 年 7月）などの政策アプローチが取られ

た。このような外部環境は、日本企業の間に、OI による自前主義からの脱却というニーズ

を形成する効果をもつと考えられる。 

 また、記事においては、「他社の技術も活用し、革新的な技術や製品を生み出すこと」(Nihon 

keizai Shimbun, 2011)、「自社の外（競合他社、ベンチャー、大学など）にある技術や見識を

有効に活用すること」(Nikkei Sangyo Shimbun, 2015）など、OI はしばしばインバウンド型の

協業や連携として説明される。経営学者による実務家向けの解説書においても、アウトバウ

ンド型の事例が少ないことを理由に、インバウンド型に限った議論が展開されているもの

がある（Yonekura, 2015）。実務家は、原著よりも新聞やビジネス書などのメディアを通じて

経営手法に接する可能性が高いと思われ、原義の一部の方法に特に注目が集まり、OI とい
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えば協業や連携を指すものだという理解が形成されたと考えられる。 

 

(2) マネジメント・ファッションの定義とオープン・イノベーションの該当性の検討 
  Abrahamson(1991,1996 など)は、経営手法の流行に関する「マネジメント・ファッション」

という概念を提示した。マネジメント・ファッションとは、①マネジメント・セッターによ

って普及された経営手法であり、②それが合理的かつ進歩的で、適用によって経営成績の改

善が期待できるという一時的な集合的信念である。加えて、③それを形成・循環させる言説

と、言説の供給者及び需要者による動的な市場が存在しているとされている（Abrahamson, 

1996）。Benders and van Veen(2001)はこの定義に、④「解釈可能性（interpretative viability）」

を追加することを主張した。解釈可能性とは、当事者が概念と自身の状況を照らし合わせな

がら独自の認識を形成し得る曖昧さを持つことを指し、解釈の余地とも言い換えられる。ま

た、彼らは、ファッショナブルな経営手法は、⑤「新しいボトルの中の古いワイン」であり、

マネジメント・セッターによって再パッケージ化された既存手法に過ぎないという見方も

示している(Benders & van Veen, 2001)。 

 OI は、これらの先行研究が示したマネジメント・ファッションの定義に該当する経営手

法であると思われる。なぜなら、第一に、新聞や書籍を通じてオピニオンリーダーらによっ

て普及が図られた手法であり、第二に、自前主義からの脱却や新規事業の創出という文脈と

統合することによって合理的かつ進歩的であると受け取ることが可能であり、第三に、この

ような経営手法への需要が日本企業に幅広く存在し、第四に、本来の語義が含む様々な行動

のうち協業や連携に特にフォーカスして取り上げることのできる OI という語自体の曖昧さ、

つまり解釈可能性が存在し、最後に、OI を協業や連携として捉えれば、それ自体は古くか

ら行われている行為であって、再パッケージ化された既存手法といえるからである。 

 

(3) オープン・イノベーションの流行と連携の活動量、質的成果の関係 
 では、OI 概念の流行は企業行動にどう影響するか。前述の通り、OI は自前主義からの脱

却や新規事業の創出の処方箋として理解されうるが、それへの期待のみをもって行動に至

るとは限らない。OI が実行に移される原因は、むしろ同調圧力であると思われる。

Abrahamson and Rosenkopf(1993)は、イノベーションの普及に関する制度的・競争的バンドワ

ゴンを主張した。その圧力下では、経営手法を採用する理由は、それが効率的・効果的だか

らではなく、多くの組織がそれを採用しているからであり、また、他の組織が採用する経営

手法を採用しないことによる競争劣後の懸念があるからと解される。他社が OI を通じた成

果獲得に励んでいるかどうかは、それが開示されない限りわからない。有力紙で OI が頻繁

に報じられ、特に、2015 年以降に事例報道が増えたことは、こうした圧力をより強め、日

本で外部連携、とりわけ新たなパートナーとの連携を正当化させる効果を持つと考えられ

る。以上の議論より、次の仮説が導出される。 
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H1-1: OI の流行は、新たなパートナーとの連携を増加させる。 

 

 では、企業が連携から得る質的成果の総量はどうなるか。新たなパートナーを持てば、研

究開発が効率化し、質的成果の総量も増加すると考えられる。加えて、OI が普及すれば、

連携ノウハウも普及し、企業の学習機会が豊富になる。また、企業間連携を手助けする仲介

者が現れ、エコシステムを形成する（Lee et al, 2010; Katzy et al, 2013）。これらのことは、連

携の成功確率を上げ、質的成果を更に増加させると考えられる。 

一方で、連携が持つ負の側面も考慮されるべきである。外部連携には、連携先とのコンフ

リクト、機会主義的行動、非倫理的行動などの調整コストがかかり(Oliveira & Lumineau, 

2019)、連携の量を増やしても質的成果に繋がらない可能性がある。さらに、OI が普及すれ

ば、前述の通り、制度的バンドワゴン圧力による新規参入を惹起する。企業のパフォーマン

ス向上のための手段であるはずの OI が目的化し、浅慮の活動が連携の質を下げる恐れがあ

る。連携の量を増やしすぎると、このような課題の調整コストが増大すると考えられ、OI の

普及はさらにその懸念を増加させる。以上の議論より、次の仮説が導出される。 

 

H1-2a: 新たなパートナーとの連携の量は、企業が連携から得る質的成果の総量と逆 U

字の関係を持つ。 

H1-2b: OI の普及は、新たなパートナーとの連携の量と、企業が連携から得る質的成果

の総量との逆 U 字の関係をより強める。普及後には新規連携の初期の効果が強まる一

方、逓減も強まる。 

 

(4) オープン・イノベーションの流行と探索的連携、その質的成果の関係 
 先に指摘したように、旧来的日本企業は「行き過ぎた技術の自前主義・自己完結主義から

脱却」（Naikaku kanbo, 2014)という表現が政策文書に現れるまでに外部圧力を受けていた。

他方、もともと自前主義で事業を展開するプレイヤーが多い環境において、知財をライセン

スやスピンオフの方法で活用して利益を得る方向にシフトするのは、買い手の獲得の観点

から容易ではないと思われる。ゆえに、自社にない知識を引き込むほうが取り組みやすく、

企業は自前主義の脱却を目的とした探索に向かっていくと考えられる。 

知識の探索には様々な方法がある。文献や学会などから学習すること、自社にない専門性

を持つ人材を採用すること、外部の組織と連携することなどである(Chesbrough, 2004)。しか

し、自社人材による探索は局所的探索(local search)に陥り、予想外の有用な知識に出会う可

能性が減じるおそれがある (Argyres & Silverman, 2004)。また、日本は研究開発人材の流動

性が低いため(Shimizu, 2016）、人材採用から十分な知識を得ることが難しい。ゆえに、日本

企業が探索を企図するとき、その手段として外部連携が選択されると考えられる。結果、自

前主義からの脱却のための探索というニーズが、OI の一手法である外部連携と接続し、OI

を通じた探索が合理的な戦略オプションとして認識されると考えられる。以上の議論から、
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以下の仮説が導出される。 

 

H2-1a: OI の流行は、企業が探索する確率を高める。 

H2-1b: OI の流行は、企業が探索する場合において、新たなパートナーとの連携を増加

させる。 

 

  探索的連携は、技術的ノウハウなどの暗黙知の共有を伴う双方向的な場(Nonaka et al., 

2000)を提供し、新規なアイデアを生み出す可能性を高める。ゆえに、探索的連携を増やす

ことは、研究開発の成果につながるものと考えられる。 

一方で、探索的連携は、プレイヤー同士の技術的重なりが少なく、異なる組織文化を持つ

可能性が高いため、高度な調整が求められる(Parkhe, 1991)。しかし、浅慮の活動による OI

参入者が多いと、十分な資源導入がなされず、高度な調整が困難となり、探索的連携の長所

である暗黙知の共有や双方的な場の活用が難しくなる。OI の流行下で探索的連携の量を増

やしていくと、浅慮の活動にとどまるパートナーにあたる可能性が高まり、活動量に比して

成果を伸ばすことが難しくなると考えられる。以上の議論から、次の仮説が導出される。 

 

H2-2a: 企業が探索する場合において、新たなパートナーとの探索的連携の量は、企業

が探索から得る質的成果の総量と逆 U 字の関係を持つ。 

H2-2b: 企業が探索する場合において、オープンイノベーションの普及は、新たなパー

トナーとの探索的連携の量と、企業が探索から得る質的成果の総量との逆 U 字の関係

をより強める。普及後には新パートナーの探索的連携の初期の効果が強まる一方、逓減

も強まる。 

 

3. 方法 
(1) データ 
  前述の仮説を実証するために、2003 年 4月 1 日〜2020 年 3月 31 日までを観察期間とし

た特許出願のデータセットを作成した。特許出願データは、出願人を分析することで組織間

連携を観察できる、また、出願数から連携の量を、被引用から連携の質を推定することがで

きるため、本研究の実証に有用である(Hall et al., 2000; Wada, 2012）。また、2020 年度以降を

観察期間に含むと、出願が引用される機会が限られ(Yoshioka, 2022）、新型コロナウイルス感

染拡大の影響の考慮が求められることから、観察期間の終点を前記のとおりとした。 

 日経 NEEDS FinancialQUEST を用いて、1998 年 4月 1 日から 2020 年 3月 31 日の間に連

続して東証一部に上場しており、かつ、NEEDS 分類にて製造業に属する企業を抽出した。

但し、日本標準産業分類で製造業に該当しない企業は除いた。分析に用いる財務データも併

せて入手した。対象企業数は 597 社である。1998 年まで遡るのは、既存パートナー企業数

や、既知の技術範囲(IPC)などを観察期間より 5 年遡って算出するためである。特許出願デ
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ータは「IIPパテントデータベース（2024 年版）」を用いた。「NISTEP企業名辞書 Ver.2025_1」

及び「IIPパテントデータベースとの接続テーブル（ver.2025_1）」を用いて企業の沿革（社

名変更や合併）に関する名寄せを行った(Kagaku gijutsu gakujutu seisaku kenkyujo dai 2 kenkyu 

gurupu, 2025)。 

 焦点企業のグループ企業との発明は、研究開発プロセスの調整コストが外部の組織との

連携とは異なると考えられる。そこで、グループ外の出願者との共同出願のみを外部連携由

来の発明であるとみなし(Utsunomiya, 2023)、「NISTEP企業名辞書 Ver.2025_1」の連結テーブ

ルを用いてグループ企業との出願の特定し、連携判定から除外した。以上の前処理を経て、

企業・年度ごとに次項に示す変数データを作成し、パネルデータを構築した。 

 

(2) 変数と分析モデル 
オープン・イノベーションの流行及び普及：本分析では、OI の流行及び普及の指標とし

て、観察期間内の日経新聞 3 紙における年度ごとの「オープン・イノベーション」の語を含

む記事数を用いる(参考として Sekiguchi, 2013)。但し、企業人事の定型記事は除外する。本

分析では、OI の流行を、ビジネス環境においてどれほど OI が言及され、実務家の認識に影

響したかの連続的強度として捉え、観察年 t に対し t-1 年の記事数の値を用いる。一方で、

記事数がもつ外部環境としてのインパクトは、OI の概念が産業に十分に普及する前後で異

なると考えられる。そこで、OI の認識が一定の閾値を超えた後の時期を OI が既に普及した

時期であるとみなして、OI の普及を表すダミー変数を作成し、OI 流行の変数として OI 記

事数と OI の普及を表すダミー変数の交差項を用いる(参考として、Bekaert et al., 2002; Doidge 

et al., 2013)。OI 普及を表すダミー変数の作成のために、Bai and Perron(1998, 2002)の方法を

用いて OI 記事数の年次トレンド構造変化点（以後、ブレークポイント; BP と表す）を求め

た。計算には統計ソフト Stata19 を用い、トリミング期間は 0.25 とした。その結果、2015 年

にトレンド分割点が認められた。この結果は先に議論した国内環境の変化と整合しており、

妥当と考えられる。そこで本研究では、2015 年以降をオープン・イノベーション概念が十

分に普及した時期とみなし、当該データに OI 普及を表すダミー変数「1」を付した。 

新たなパートナーとの連携数：各企業・年度における外部連携由来の特許出願数から、過

去 5 年間に共同出願したことのある企業との出願数を引いて、これを変数とした。 

連携から得る質的成果の総量：各企業・年度における新たなパートナーとの特許出願の審

査官被引用数を用いる。しかし、この数は技術分野や出願年の影響を受ける。それを排する

ため、OECD(2009)を参考に、次のような正規化処理を行った。まず、各出願の筆頭 IPCサ

ブクラスを特定し、当該 IPC サブクラスで各年度に出願された全特許の平均被引用数を求

めた。次に、観察対象となる出願ごとに、審査官被引用数を前記平均値で割り、これを審査

官被引用スコアとした。企業・年度ごとに、各出願の審査官被引用スコアを足し上げ、観察

年 t に対し t+1 年の値を変数とした。 

探索ダミー：各企業・年度において、新たな IPCへの出願が行われている場合は「1」を、 
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表 1. 基本統計量 

 
 

表 2. 相関行列表 

行われていない場合は「0」を付した。 

新たなパートナーとの探索的連携数：本研究では、March(1991)の「探索と活用」の概念を

援用し、「活用ではない」、すなわち、焦点企業が従来特許出願していない技術分野における

出願を探索とみなす。そこで、各企業の特許出願データから、過去 5 年間に出願したことの

ある筆頭 IPCサブクラスを特定し、ある年度の出願のうち前記 IPCサブクラスに該当しな 

い出願を探索による出願とする。そのうち、前記「新たなパートナーとの連携」に該当する

ものを計数し、これを変数とした。 

探索から得る質的成果の総量：各企業・年度の出願のうち、過去 5 年間に出願した IPCサ

ブクラスには該当しない出願を特定し、それらの審査官被引用スコアを前記と同様に算出

して足し上げ、観察年 t に対し t+1 年の値を変数とした。 

コントロール変数：過去の連携経験として、各企業・年度において過去 5 年間に出願した

N 平均 標準偏差 最小値 最大値

(1) 新たなパートナーとの特許出願数 9312 4.6974 9.9031 0 168
(2) 連携出願の被引用スコア(t+1) 9274 19.798 80.412 0 2106
(3) 探索実施年ダミー 9312 0.7818 0.4131 0 1
(4) 新たなパートナーとの探索的特許出願数 9312 0.4802 0.9574 0 23
(5) 探索的特許出願の被引用スコア(t+1) 9274 4.4663 8.0332 0 424
(6) オープン・イノベーション記事数(t-1) 9308 50.279 66.105 0 230
(7) 2015年以降ダミー 9312 0.2455 0.4304 0 1
(8) 過去5年間の出願パートナー数 9308 101.36 373.67 0 8407
(9) 過去5年間の出願IPC数 9312 51.339 59.107 0 419
(10) 売上高変動率 9308 0.0345 0.1347 -0.6715 1.9041
(11) 営業利益率 9297 0.0634 0.0640 -0.8703 0.5559
(12) 売上高研究開発比率 9225 0.0317 0.0327 0.0000 0.3461
(13) 前年度の日次株価変動率 9308 0.0310 0.0617 0.0041 0.6112
(14) 期末従業員数 9312 12106.7 32170.0 64 384586
(15) 産業ごとの特許出願数 9312 9664.3 10217.7 3 38126
(16) 負債比率 9309 1.3125 1.8058 0.0304 66.1715

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)
(1) 新たなパートナーとの特許出願数 1.0000
(2) 連携出願の被引用スコア(t+1) 0.6754*** 1.0000
(3) 探索実施年ダミー 0.2133*** 0.1134*** 1.0000
(4) 新たなパートナーとの探索的特許出願数 0.3312*** 0.1216*** 0.2650*** 1.0000
(5) 探索的特許出願の被引用スコア(t+1) 0.3921*** 0.3843*** 0.2141*** 0.1675*** 1.0000
(6) オープン・イノベーション記事数(t-1) -0.0911*** -0.0404*** 0.0026 -0.0453*** -0.0219** 1.0000
(7) 2015年以降ダミー -0.0743*** -0.0337*** 0.0138 -0.0284*** -0.0145 0.8316*** 1.0000
(8) 過去5年間の出願パートナー数 0.6662*** 0.9361*** 0.1205*** 0.0985*** 0.3061*** -0.0422*** -0.0372*** 1.0000
(9) 過去5年間の出願IPC数 0.6834*** 0.5255*** 0.3475*** 0.1942*** 0.4651*** -0.0690*** -0.0596*** 0.5831***
(10) 売上高変動率 0.0094 0.0164 0.0144 -0.0006 0.0255** 0.0263** -0.0157 0.0061
(11) 営業利益率 -0.0056 -0.0077 -0.0052 -0.0112 0.0267** 0.0531*** 0.0741*** -0.0192*
(12) 売上高研究開発比率 0.0775*** 0.0645*** 0.0118 -0.0150 0.0287*** 0.0076 0.0034 0.0683***
(13) 前年度の日次株価変動率 -0.0311*** -0.0258** -0.0045 -0.0283*** -0.0218** 0.2677*** 0.1919*** -0.0247**
(14) 期末従業員数 0.5783*** 0.6381*** 0.1464*** 0.0813*** 0.3173*** 0.0337*** 0.0295*** 0.7137***
(15) 産業ごとの特許出願数 0.2417*** 0.2192*** 0.1288*** 0.0589*** 0.1760*** -0.1145*** -0.1014*** 0.2225***
(16) 負債比率 0.1056*** 0.0460*** 0.0625*** 0.0431*** 0.0626*** -0.0748*** -0.0756*** 0.0626***

(9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16)
(9) 過去5年間の出願IPC数 1.0000
(10) 売上高変動率 0.0045 1.0000
(11) 営業利益率 -0.0201* 0.2874*** 1.0000
(12) 売上高研究開発比率 0.0865*** -0.0384*** 0.1885*** 1.0000
(13) 前年度の日次株価変動率 -0.0278*** -0.0159 -0.0506*** -0.0537*** 1.0000
(14) 期末従業員数 0.7018*** 0.0049 -0.0131 0.1102*** -0.0244** 1.0000
(15) 産業ごとの特許出願数 0.3104*** 0.0295*** 0.0255** 0.2310*** -0.0336*** 0.2238*** 1.0000
(16) 負債比率 0.1653*** -0.0462*** -0.2225*** -0.1061*** 0.0401*** 0.0885*** 0.1115*** 1.0000
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1
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ことのある連携先の数を、保有技術の幅として、各企業・年度において過去 5 年間に出願し

たことのある筆頭 IPC サブクラスの数を、産業毎の特許出願数として、サンプルに含まれ

る企業を日本標準産業分類（中分類）ごとに分け、年度ごとに各分類に属する企業の特許出

願数を足し上げ、これらを変数とした。その他に、研究開発に影響を与える可能性のある変

数として、売上高変動率、営業利益率、売上高研究開発比率、前年度の株価変動率、負債比

率、期末従業員数をコントロール変数に含めた。 

  分析モデルは、H2-1a のみ線形確率モデルとし、他は高次元固定効果ポワソン疑似最尤法

を用いた。企業、または、企業及び年度の固定効果を付し、企業のクラスターロバスト標準

誤差を求めた。統計ソフトは Stata19 を用いた。 

各変数の基本統計量を表 1 に、相関行列表を表 2 に示す。 

 

4. 結果 
  H1-1 から H1-2b に相当する分析結果を表 3 に、H2-1a から H2-2b に相当する分析結果を

表 4 に示す。 

 H1-1 はモデル(2)に該当する。OI 記事数は負に 1％有意、BP×OI 記事数は正に 1％有意で

あるが、BP 以後の OI 記事数の効果は-0.00658 + 0.00601 = -0.00057 (p<0.005)であり、依然と

して負である。よって、仮説は支持されなかったが、BP の前後で OI 記事数の効果が変化す

ることが確認された。H1-2a はモデル(4)に該当する。新たなパートナーとの特許出願数と連

携出願の被引用スコア(t+1)の一次の関係は正に 1％有意、二次の関係は負に 1%有意となっ

た。推定式の逆 U 字の関係は新たなパートナーとの特許出願数が 133 のとき転換点を迎え

る。よって、同モデルには逆 U 字の関係が認められ、H1-2a は支持された。H1-2b はモデル

(5)に該当する。新たなパートナーとの特許出願数と BP 以後を識別するダミー変数の交差項

は、一次の関係が正に 1％有意、二次の関係が負に 1％有意となり、一次の効果、二次の効

果ともに強まった。推定式の逆 U 字の関係は、BP前においては新たなパートナーとの特許

出願数が約 143、BP 後においては約 77 のときに転換点を迎える。BP 後における同特許出

願数の最大値は 114 であり、BP後の転換点は観測範囲内にある。よって、BP後においてよ

り強い逆 U 字の関係が認められ、H1-2b は支持された。 

 H2-1a はモデル(8)に該当する。OI 記事数は負に 5％有意、BP×OI 記事数は正に 10％有意

であるが、BP 以後の OI 記事数の効果は-0.000663 + 0.000559 = -0.000104 (p=0.348)であり、

ゼロと区別できない。H2-1b はモデル(10)に該当する。OI 記事数は負に 1％有意、BP×OI 記

事数は正に 1％有意であるが、BP 以後の OI 記事数の効果は-0.00660 + 0.00637 = -0.00023 

(p=0.698)であり、ゼロと区別できない。よって、仮説 H2-1, 2 はいずれも支持されなかった。

ただし、H1-1 の議論と同様、BP前後で探索確率や探索的連携の傾向が変化することが示唆

された。H2-2a はモデル(12)に該当する。新たなパートナーとの探索的特許出願数とその交

差項は一次、二次の関係ともに非有意であり、仮説は支持されなかった。H2-2b はモデル(13)

に該当する。BP 以降ダミーを導入すると、一次の関係は非有意であるが負、二次の関係は 
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表 3. OI の流行・普及と新たなパートナーとの連携量、連携の質的成果の関係 

 
正となる(5%有意)。よって H2-2b は支持されなかった。逆に、この二次の関係の転換点は約

0.4 であるので、新たなパートナーとの探索的特許出願数が増えれば、探索的特許の被引用

スコアは逓増することが示唆された。 

 

5. ディスカッション 
 本分析では OI の流行によって、新たな連携の数や、探索を実施する確率、新たな探索的

連携の数が増加することを予想したが、実際は、2015 年以前には OI 記事数とこれらの数に

は負の関係があり、以後にはその関係がゼロに近い負またはゼロと区別できないという結

果であった。この推定結果について、OI 記事が増えたことが連携や探索を減らす直接的な

原因となることは考えづらい。OI 記事数は図 1 に示したとおり、年度の値と正の相関を持

っている（調整済み R2=0.7941, p<0.001）。つまりこの変数は年度との識別が難しく、この間

に起きている他の経年変化トレンドの影響を受けている可能性がある。例えば、「産業毎の

特許出願数」にて統制しているものの、日本における特許出願数は観察期間のあいだ減少ト

レンドとなっている（Tokkyo cho, 2013, 2020）。他方、2015 年以降に OI 記事数との関係が 0

に近くなる、または、0 と区別できなくなる点については、OI 記事数自体が連携や探索に直

接影響するのではないものの、BP前後において企業の連携や探索の態様が変化したことが

推認される。 

 新たなパートナーとの連携量と連携の質的成果の総量は逆 U 字の関係であり、2015 年以

降においてはその関係がより強く凸になり、少ない特許出願数で限界効果が負に転じた。こ

れは、連携に係る正負の効果が強まったことを示唆する。OI 普及以後の参入者は、OI活動 

(1) (2) (3) (4) (5) (6)
H1-1 H1-2a H1-2b

モデル ポワソン疑似最尤法

変数 連携出願の被引用スコア(t+1)

オープン・イノベーション記事数(t-1) -0.00121*** -0.00658*** -0.00638***
(0.000326) (0.00133) (0.000849)

2015年以降ダミー -0.223*** -0.535***
(0.0793) (0.0575)

2015年以降ダミー 0.00601*** 0.00636***
　×オープン・イノベーション記事数(t-1) (0.00137) (0.000816)
新たなパートナーとの特許出願数 0.00804*** 0.0173*** 0.0161*** 0.0165***

(0.00184) (0.00443) (0.00453) (0.00451)
新たなパートナーとの特許出願数 二乗項 -6.51e-05*** -5.64e-05** -5.67e-05**

(2.28e-05) (2.34e-05) (2.46e-05)
2015年以降ダミー 0.0144*** 0.0182***
　×新たなパートナーとの特許出願数 (0.00362) (0.00342)
2015年以降ダミー -0.000142*** -0.000179***
　×新たなパートナーとの特許出願数 二乗項 (3.70e-05) (3.54e-05)

コントロール変数 YES YES YES YES YES YES
企業固定効果 YES YES YES YES YES YES
年固定効果 NO NO YES YES YES NO
観測数 8,911 8,911 8,915 8,915 8,915 8,915
クラスター数 566 566 566 566 566 566
Prob > chi2 0 0 0 0 0 0
Log pseudolikelihood -20301 -20189 -34473 -34133 -33963 -34714
かっこ書きはクラスターロバスト標準誤差, *** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

ポワソン疑似最尤法
新たなパートナーとの特許出願数
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 表 4. OI の流行・普及と、新たなパートナーとの探索的連携、探索的連携の質的成果の関

係 

 
をすること自体が目的化してパフォーマンス向上に十分にコミットできず、ゆえに連携に

係る調整コストが負荷となって質的成果獲得が制限されるのではないだろうか。 

 一方で、新たなパートナーとの探索的連携量と探索の質的成果の総量の関係は、全期間や

BP前においては有意な関係が認められなかったが、BP 以降は二次項が正となった。本分析

の結果は、OI の普及というビジネス環境の変化が、単に連携するだけでは成果獲得を制約

する一方で、探索にはプラスに寄与し、暗黙知の移転や場を通じた知識創造を促進すること

に寄与したことを示唆する。 

  本研究では、日本における OI の普及のマネジメント・ファッション性を確認し、普及前

後で日本企業の連携に係る態様が変化したのではないかという仮説について検討した。そ

の結果、OI の普及前後で、新たなパートナーとの連携量と連携による質的成果の総量の関

係が変化した可能性を確認した。他方、OI 普及以後においては、新たなパートナーとの探

索的連携を一定以上に増やせば探索による質的効果が増えることが示唆された。 

 ただし、OI の流行を表す変数として OI 記事数を導入したものの、これが年次トレンドと

識別できない点は分析結果の解釈を困難としており、本研究の改善すべき課題である。また、

本研究では、特許出願データの制約から BP 以後に該当するサンプルサイズが限られ、従属

変数と説明変数の間のタイムラグが 1 年しか設けられていない。この点は、新型コロナウイ

ルス禍やリモートワークの普及による影響にも留意しつつ、さらに広い期間を設けて分析

すべきであり、将来の研究課題である。最後に、OI の MF 化によって企業行動が具体的に

どう変化し、どのようなメカニズムで質的成果獲得に影響したのかについて、質的手法も含

めたさらなる研究が求められる。 

 

(7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14)
H2-1a H2-1b H2-2a H2-2b

モデル ポワソン疑似最尤法 ポワソン疑似最尤法

変数 探索的特許出願の被引用スコア(t+1)

オープン・イノベーション記事数(t-1) 1.73e-05 -0.000663** -0.000662 -0.00660*** -0.00460***
(7.34e-05) (0.000276) (0.000404) (0.00156) (0.00106)

2015年以降ダミー 0.0130 -0.190* -0.178**
(0.0200) (0.105) (0.0725)

2015年以降ダミー 0.000559* 0.00637*** 0.00437***
　×オープン・イノベーション記事数(t-1) (0.000291) (0.00165) (0.00109)
新たなパートナーとの探索的特許出願数 0.0316 0.0204 0.0109 0.0160

(0.0250) (0.0241) (0.0296) (0.0338)
新たなパートナーとの探索的特許出願数 二乗項 0.00141 0.00167 0.00165

(0.00111) (0.00104) (0.00111)
2015年以降ダミー -0.0264 -0.0382
　×新たなパートナーとの探索的特許出願数 (0.0462) (0.0477)
2015年以降ダミー 0.0178** 0.0194**
　×新たなパートナーとの探索的特許出願数 二乗項 (0.00862) (0.00825)

コントロール変数 YES YES YES YES YES YES YES YES
企業固定効果 YES YES YES YES YES YES YES YES
年固定効果 NO NO NO NO YES YES YES NO
観測数 9,204 9,204 6,857 6,857 7,127 7,127 7,127 7,127
クラスター数 530 530 543 543 543 543
R2 0.002 0.003 - - - - - -
調整済みR2 0.00104 0.00219 - - - - - -
Prob > chi2 - - 4.83e-07 1.79e-10 1.57e-08 1.06e-08 0 0
Log pseudolikelihood - - -7092 -7077 -22523 -22519 -22502 -22872
かっこ書きはクラスターロバスト標準誤差, *** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

線形確率モデル

探索実施年ダミー 新たなパートナーとの探索的特許出願数
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Abstract: From a management fashion perspective, I discuss open innovation (OI) in 
Japan and examine whether the dissemination of OI is associated with the quantity and 
quality of outcomes through inter-organizational collaboration. First, I discuss how OI 
spread and how its meaning became closely associated with external knowledge sourcing, 
especially collaboration, using Nikkei newspaper articles containing the term “open 
innovation,” thereby interpreting OI as a management fashion. Second, I analyze the 
relationships among the prominence of OI, collaboration, and the quality of outcomes 
using panel data constructed from patent applications by Japanese listed manufacturing 
firms. OI prominence is measured by annual article counts, and dissemination is identified 
by a structural break in the article trend. The results do not support the view that OI 
prominence increased the number of new collaborations or the likelihood of exploration. 
However, after the dissemination of OI, the inverted-U relationship between the volume 
of new collaborations and the quality of outcomes appears to be stronger. These findings 
suggest that the dissemination of OI in Japan has features of management fashion and is 
associated with changes in how firms benefit from collaboration. 
 
 
Keywords: open innovation, management fashion, dissemination of management method, 
collaboration, exploration, patent analysis 


